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山形県が発注する工事において、以下の運用を行うこととする。この場合、経済性には

かかわらず実施するものとする。 
なお、下記の要件に該当しない建設工事においても可能な範囲で積極的に再生資源の利

用及び再資源化施設の活用を図ることとする。また、再資源化施設の活用に際しては、所

要の品質が確保される施設を活用することとする。 
 
（１）指定副産物の工事現場からの搬出 
   １）コンクリート塊の工事現場からの搬出 
     建設工事に伴い発生したコンクリート塊を廃棄物として工事現場から搬出する

場合は、原則として、コンクリート塊を規格品の再生クラッシャーラン（ＲＣ－

４０）として再資源化している施設へ搬出する。 
   ２）アスファルト・コンクリート塊の工事現場からの搬出 
     建設工事に伴い発生したアスファルト・コンクリート塊を廃棄物として工事現

場から搬出する場合は、原則として、アスファルト・コンクリート塊を、再生加

熱アスファルト混合物の原材料として再利用している再資源化施設（アスファル

トプラントがなくても、そのアスファルト塊が、最終的に再生加熱アスファルト

混合物として利用されることが確認できる施設でも可）へ搬出する。 
   ３）建設発生木材（伐木・除根材を含む）の工事現場からの搬出 
     建設工事に伴い発生した木材を廃棄物として工事現場から搬出する場合は、原

則として再資源化施設へ搬出する。 
   ４）建設汚泥の工事現場からの搬出 
     建設工事に伴い発生した建設汚泥を廃棄物として工事現場から搬出する場合は、

原則として再資源化施設へ搬出する。 
   ５）建設発生土の工事現場からの搬出 
     工事現場から建設発生土を搬出する場合は、建設副産物対策会議等で調整を行

いながら、原則として５０キロメートルの範囲内の他の工事現場（土質改良プラ

ント、ストックヤードを含む）へ搬出する。 
（２）再生資材等の利用 
   １）再生骨材の利用 
     工事現場から４０キロメートルの範囲内に再資源化施設がある場合、工事目的

物に要求される品質等を考慮したうえで、原則として再生資材を利用する。 
 



   ２）再生加熱アスファルト混合物の利用 
     工事現場から４０キロメートル及び運搬時間１．５時間の範囲内に再生加熱ア

スファルト混合物を製造する再資源化施設がある場合、工事目的物に要求される

品質等を考慮したうえで、原則として再生加熱アスファルト混合物を利用する。 
   ３）建設発生土の利用 
     工事現場から５０キロメートルの範囲内に建設発生土を搬出する他の建設工事

がある場合、受入時期、土質等を考慮したうえで、建設副産物対策会議での調整

状況等を踏まえながら、原則として建設発生土を利用する。 
   ４）再生改良土の利用 
     再生改良土の価格設定（各部局の設計単価本）のある地域で購入土で工事を行

う場合、品質規格に支障がなければ、再生改良土の使用を原則とする。 




